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総
務
省
の
「
地
方
議
会
・

議
員
の
あ
り
方
に
関
す
る
研

究
会
」
（
座
長
・
只
野
雅
人

一
橋
大
学
大
学
院
法
学
研
究

科
教
授
）
の
第
5
回
会
合
が

2
月
21
日
、
全
国
都
市
会
館

で
開
か
れ
た
。
本
会
か
ら
は

川
上
幸
博
地
方
行
政
委
員
長

（
出
雲
市
）
と
安
達
和
彦
指

定
都
市
協
議
会
会
長
（
神
戸

市
）
が
出
席
。
同
省
事
務
局

が
提
案
し
た
「
当
面
の
考
え

方
に
つ
い
て
」
に
沿
っ
て
意

見
交
換
を
行
っ
た
。

会
議
冒
頭
、
高
市
早
苗
総

務
大
臣
か
ら
の
あ
い
さ
つ
が

あ
っ
た
後
、
事
務
局
が
説
明
、

意
見
交
換
に
入
っ
た
。

川
上
委
員
長
は
、
地
方
議

会
議
員
の
位
置
付
け
に
つ
い

て
、
地
方
自
治
法
へ
の
明
記

を
求
め
た
。
ほ
か
、
小
規
模

市
町
村
の
議
員
報
酬
引
き
上

げ
に
つ
い
て
、
地
方
財
政
措

置
の
拡
充
を
要
望
。
議
員
報

酬
に
係
る
地
方
交
付
税
単
価

が
引
き
下
げ
ら
れ
続
け
て
い

る
こ
と
に
つ
い
て
触
れ
、
こ

こ
数
年
の
地
財
計
画
の
規
模

や
地
方
交
付
税
総
額
の
伸
び

の
好
転
に
あ
わ
せ
た
議
員
報

酬
単
価
の
引
上
げ
を
訴
え
た
。

安
達
会
長
は
、
こ
れ
ま
で

地
方
議
員
の
位
置
付
け
が
明

確
化
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
こ

と
が
地
方
議
員
の
抱
え
る
様

々
な
課
題
の
要
因
に
な
っ
て

い
る
こ
と
を
指
摘
し
、
川
上

委
員
長
に
重
ね
て
早
期
の
法

制
化
の
実
現
を
要
望
し
た
。

選
挙
制
度
の
見
直
し
に
つ
い

て
は
、
連
記
制
や
ク
オ
ー
タ

制
の
検
討
へ
の
慎
重
な
意
見

を
前
回
に
続
い
て
述
べ
た
上

で
、
統
一
地
方
選
挙
の
再
統

一
に
つ
い
て
、
有
権
者
が
地

方
自
治
に
つ
い
て
考
え
、
地

方
選
挙
へ
の
関
心
を
高
め
、

多
様
な
人
材
の
市
議
会
へ
の

参
画
に
つ
な
が
る
よ
う
、
首

長
や
議
員
任
期
の
状
況
に
配

慮
し
た
上
で
の
地
方
選
挙
の

日
程
集
約
を
主
張
し
た
。
多

様
な
人
材
の
地
方
議
会
参
画

へ
の
「
経
済
的
な
要
因
」
に

つ
い
て
は
、
厚
生
年
金
制
度

へ
の
地
方
議
会
議
員
の
加
入

実
現
を
重
ね
て
訴
え
た
。

ほ
か
、
二
人
は
兼
業
（
請

負
）
禁
止
規
定
の
緩
和
や
議

会
の
権
能
等
強
化
に
つ
い
て

も
求
め
た
。

命命
名名
「「
東東
日日
本本
台台
風風
」」

昨昨
秋秋
1199
号号

気
象
庁
は
2
月
19
日
、
大

き
な
被
害
を
も
た
ら
し
た
昨

年
9
月
の
台
風
15
号
を
「
令

和
元
年
房
総
半
島
台
風
」
に
、

同
10
月
の
台
風
19
号
を
「
令

和
元
年
東
日
本
台
風
」
と
命

名
す
る
と
発
表
し
た
。

同
庁
は
、
甚
大
な
被
害
を

出
し
た
気
象
現
象
や
地
震
、

噴
火
に
つ
い
て
、
後
世
に
伝

承
す
る
こ
と
を
目
的
に
命
名

し
て
い
る
。
台
風
で
の
命
名

は
昭
和
52
年
9
月
の
沖
永
良

部
台
風
以
来
。
こ
の
時
の
台

風
で
は
島
の
住
宅
の
半
数
が

全
半
壊
す
る
な
ど
し
た
。

台
風
15
号
は
昨
年
9
月
に

千
葉
県
に
上
陸
、
死
者
1
人
、

住
宅
約
4
3
0
0
戸
の
全
半

壊
や
広
い
エ
リ
ア
で
の
停
電

な
ど
大
き
な
被
害
を
生
ん
だ
。

同
19
号
は
東
日
本
各
地
で
河

川
の
氾
濫
な
ど
を
も
た
ら
し
、

死
者
99
人
、
行
方
不
明
3
人
、

重
軽
傷
3
8
1
人
、
住
宅
全

半
壊
約
3
万
3
0
0
0
戸
な

ど
を
出
し
た
。

新新
型型
ココ
ロロ
ナナ
対対
策策

テテ
レレ
ワワ
ーー
クク
活活
用用
求求
めめ
るる

政
府
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
対
策
本
部
は
2
月
25
日
、

「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
症
対
策
の
基
本
方
針
」
を

決
定
し
た
。

こ
れ
に
あ
わ
せ
て
、
総
務

省
地
域
力
創
造
グ
ル
ー
プ
は

各
自
治
体
に
対
し
、
テ
レ
ワ

ー
ク
の
積
極
的
活
用
や
時
差

出
勤
、
咳
エ
チ
ケ
ッ
ト
や
頻

繁
な
手
洗
い
の
実
施
な
ど
の

有
効
な
感
染
拡
大
防
止
策
の

周
知
を
要
請
し
て
い
る
。

本
会
事
務
局
で
も
2
月
28

日
か
ら
、
時
差
通
勤
を
導
入

し
て
い
る
。
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政
府
は
令
和
元
年
12
月
23

日
、
「
令
和
元
年
の
地
方
か

ら
の
提
案
等
に
関
す
る
対
応

方
針
」
を
閣
議
決
定
し
た
。

看
護
師
、
薬
剤
師
な
ど
医
師

以
外
の
医
療
従
事
者
の
へ
き

地
の
医
療
機
関
へ
の
派
遣
を

可
能
と
す
る
方
向
で
の
検
討

が
始
ま
る
な
ど
の
成
果
が

あ
っ
た
。

元
年
の
提
案
件
数
は
3
0

1
件
と
な
り
、
う
ち
市
区
か

ら
の
提
案
数
が
1
6
8
件
と

前
年
か
ら
11
件
の
増
。
提
案

団
体
数
は
3
6
0
団
体
で
、

う
ち
市
区
は
前
年
度
か
ら
2

増
の
1
8
6
市
区
だ
っ
た
。

全
提
案
3
0
1
件
の
う
ち
、

内
閣
府
と
関
係
省
庁
と
の
間

で
調
整
を
行
う
提
案
1
7
8

件
を
検
討
。
89
・
9
％
に
当

た
る
1
6
0
件
が
、
実
現
・

対
応
と
な
っ
た
。

重
点
事
項
は
、
①
子
ど
も

・
子
育
て
②
医
療
・
福
祉
③

街
づ
く
り
や
土
地
等
の
有
効

活
用
④
地
域
に
お
け
る
交
通

網
・
運
送
網
⑤
地
域
に
お
け

る
安
心
・
安
全
な
暮
ら
し
⑥

民
間
事
業
者
等
⑦
そ
の
他
関

係
規
定
の
見
直
し
―
に
つ
い

て
全
45
件
。
2
市
以
上
が
提

案
し
、
重
点
事
項
と
な
っ
た

も
の
の
対
応
方
針
に
つ
い
て

下
表
に
ま
と
め
た
。

全
国
知
事
会
な
ど
執
行
三

団
体
は
同
日
、
「
土
地
利
用
、

空
き
家
対
策
や
子
育
て
支
援

の
充
実
と
い
っ
た
喫
緊
の
課

題
に
つ
い
て
成
果
を
上
げ
た

こ
と
は
、
地
方
分
権
改
革
の

歩
み
を
着
実
に
進
め
る
も
の

と
し
て
評
価
す
る
」
な
ど
の

声
明
を
公
表
し
た
。

法
律
改
正
事
項
は
、
一
括

法
案
な
ど
を
今
年
の
通
常
国

会
に
提
出
。
移
譲
さ
れ
た
事

務
・
権
限
が
円
滑
に
執
行
で

き
る
よ
う
、
確
実
な
財
源
措

置
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
な

ど
を
行
う
と
し
た
。

主な対応方針の概要

特定地域型保育事業者の確認については、確認に係
る事業所の所在する市町村の長による確認の効力が
全国に及ぶものとし、事業所の所在する市町村以外
に居住する者が当該事業所を利用する場合であって
も、利用者の居住地市町村の長による更なる確認は
不要とする。

子ども・子育て支援整備交付金の交付対象事業のう
ち、病児保育施設の整備については、市町村（特別
区を含む）が認めた者が設置する病児保育施設の整
備に対して令和2年度事業から交付対象となるよ
う、子ども・子育て支援整備交付金交付要綱を改正
する。

児童発達支援及び放課後等デイサービスの実施につ
いては、医療的な課題を抱える児童に対する看護職
員による支援を推進する観点から、職員配置及び障
害福祉サービス等報酬の在り方について検討し、令
和2年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。

医療保険制度や既存の補助事業による対応を含め、
保育所や学校等における医療的ケア児の受入体制整
備を促進する方策について検討し、令和2年度中に
結論を得、結果に基づいて必要な措置を講ずる。

指定居宅介護支援事業所における管理者要件に係る
経過措置の期間については、令和9年3月31日まで
延長すること等を社会保障審議会介護給付費分科会
で検討し、令和元年度中に結論を得る。その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。

提案の概要

地域型保育事業者は、地域型保育給付の支給に
係る事業を行う者として市町村による「確認」
を受ける必要がある。現行制度では、ある事業
所の所在する市町村以外の区域に居住地を有す
る者が当該事業所でサービスを利用する場合、
事業者は所在市町村及び居住地市町村の両方の
確認を受ける必要があるところ、事業所所在市
町村による確認のみで足りることとする。

病児保育事業については、事業者による施設整
備に対し、市町村が「子ども・子育て支援整備
交付金」を原資として補助を行うことができる
が、現行制度ではNPO法人による施設整備は補
助対象とならないことから、「市町村が認めた
者」による施設整備に対しても補助することを
可能にする。

①児童発達支援事業所（センター型・センター
型以外）において、看護職員を配置した場合、
同事業所に置くべき児童指導員・保育士（セン
ター型以外の場合は加えて障害福祉サービス経
験者）の員数に、当該看護職員を含めることを
可能にする。②放課後等デイサービス事業所に
おいて、看護職員を配置した場合、同事業所に
置くべき児童指導員・保育士・障害福祉サービ
ス経験者の員数に、当該看護職員を含めること
を可能にする。

健康保険法に基づく訪問看護に関する給付につ
いて、「居宅」以外の保育所や学校等において
訪問看護を受ける医療的ケア児も給付の対象と
する。

居宅介護支援事業所における管理者の要件であ
る主任介護支援専門員について、現在、経過措
置として設けられている令和3年3月31日まで
（施行日より3年間）の期間を6年以上に延長
する。

番号/提案団体/提案名

①豊中市、堺市、京都
市、大阪市、神戸市
「特定地域型保育事業
者に対する『確認』の
効力の拡大」

③堺市、神戸市
「病児保育施設を整備
する者の範囲に係る規
制緩和」

⑦伊佐市、米子市
「児童発達支援事業所
及び放課後等デイサー
ビス事業所に配置すべ
き職員の数に看護職員
を含めることを可能と
する見直し」

⑩富山市、福井市
「医療的ケア児に対す
る訪問看護の適用範囲
の拡大」

⑬大阪市、堺市、神戸
市、広島市
「居宅介護支援事業所
の管理者の資格要件に
係る経過措置延長」

表 2市以上が提案し、重点事項となったものの主な対応方針 ※番号は重点事項の番号
※内閣府公表の各府省からの対応方針の概要を基に本紙が表を作成

令和元年
提案募集

医
療
従
事
者

へ
き
地
派
遣
実
現
へ
検
討

医
療
従
事
者

へ
き
地
派
遣
実
現
へ
検
討
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看護師、准看護師、薬剤師、臨床検査技師及び診療
放射線技師が行う医療関係業務への労働者派遣につ
いては、関係団体から意見を聴きつつ、へき地の医
療機関への派遣を可能とする方向で検討する。その
上で、労働政策審議会での議論の結果を踏まえ、令
和2年中に結論を得る。その結果に基づいて必要な
措置を講ずる。

対応方針には記載なし。

やむを得ず産業導入地区又は土地利用調整区域に農
地を含める場合において、都道府県等が基本計画に
具体的な方針を定めるに当たって考慮すべき事項を
明らかにし、都道府県知事が、市町村が策定する実
施計画又は土地利用調整計画に同意する場合の判断
に当たって、地域の実情に応じた産業振興、地域全
体の農業振興等の土地利用調整の観点を踏まえ、地
域の実態に即して知事が総合的に判断するものであ
ることと併せて、地方公共団体に令和元年度中に通
知する。また、工業団地等の拡張を行った事例とそ
の事例において拡張可能と判断された理由等の考え
方について整理の上、併せて周知する。

森林所有者等の氏名その他の森林所有者等に関する
情報については、森林法及び森林経営管理法に基づ
く事務等の円滑な実施に資するよう、森林法に林地
台帳における正確な記載を確保するための規定を整
備する。また、地方公共団体による森林所有者等に
関する地方税関係情報の内部利用を可能とする。

中山間地等における貨物運送については、地方公共
団体、貨物自動車運送事業者及び地方運輸局による
貨物自動車運送事業者の運送の状況等に係る検証を
踏まえ、78条3号に基づく許可を含めた貨物運送の
方策について検討し、令和2年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

過疎地域自立促進特別措置法対象区域外での一般貨
物自動車運送事業の許可を取得したタクシー車両に
よる貨物運送については、対象区域を含む旅客自動
車運送事業者及び貨物自動車運送事業者に対する調
査を令和元年度中に実施の上、対象区域の範囲の拡
大について検討し、令和2年中に結論を得る。

2年間の訓練コース（長期高度人材育成コース）に
ついては、訓練期間内に資格試験は実施されている
が合格発表、資格取得は行われないものであっても、
合格発表を訓練期間内に行われるようにするための
調整に要する一定期間に限り、令和3年度から訓練
を設定可能とし、元年度中に地方公共団体に周知す
る。

現在、医師にのみ認められているへき地におけ
る労働者派遣について、現に不足している看護
職員等医療従事者にも認めることにより、へき
地医療機関の「人員不足の解消」と「医療の質
の向上」に寄与する。

医療機関の乏しいへき地における「特別の関係」
に当たる病院間での転院について、入院基本料
の入院日の取扱いや、紹介患者数・逆紹介患者
数に関する取扱いの見直しを行う。

地域未来投資促進法又は農村産業法に基づく計
画を作成して工業団地や工場に隣接する農用地
で拡張を行う場合に限り、当該法律の基本方針
である「農用地区域外での開発を優先する」条
件について、地域にもたらされる経済波及効果
や地域全体の農地の確保状況等を踏まえた都道
府県知事の判断により適用除外できる旨の規定
を追加する。

森林法で、地方公共団体はその保有する森林所
有者等に関する情報を内部利用できる旨の規定
が設けられているところ、登記簿と異なる固定
資産課税台帳記載情報の利用については届出義
務が課せられた平成24年4月1日以降の新規森林
土地所有者に関するものとする限定をなくす。

現在、道路運送法第78条第3号で認められている
貨物の自家用有償運送は、都市部と地方では物
流サービスの持続可能性が異なるにも関わらず、
全国一律の基準で繁忙期のみ認められている。
これを、中山間地においては、地方公共団体が
主宰する協議会等において地域の物流サービス
の確保のために必要である旨の協議が調った場
合には、年間を通して認めるとする。

一般貨物自動車運送事業の許可を取得してタク
シー車両により貨物運送を行うことができる区
域については、過疎地域自立促進特別措置法上
の過疎地域等に限らず、既存の貨物自動車運送
事業者だけでは当該地域内の住民に係る貨物運
送サービスの維持・確保が困難な地域等が含ま
れるよう対象区域を拡大する。

訓練開始から合格発表まで2年以上を要する資
格取得については、専門学校・専門職大学院で
あれば各訓練校で修了要件を設定できるため、
2年間の訓練コース（長期高度人材育成コー
ス）を開講できる。他方、大学・短大では訓練
の修了要件は資格取得までと国の要領で規定さ
れているため、2年間の訓練コースが開講でき
ない。このため、大学・短大でも、専門学校等
と同様、修了要件を各訓練校で設定できるよう
にすることで、地域での委託訓練が可能となる。

⑰堺市、神戸市
「へき地等の公立病院
が医療従事者の派遣を
受けることを可能とす
る見直し」

⑱盛岡市、一関市、陸
前高田市
「へき地における同一
開設者の病院間での転
院に関する取扱いの見
直し」

㉒神戸市、加東市
「地域未来投資促進法
又は農村産業法に基づ
く工業団地等の拡張に
係る運用の弾力化」

㉕福井市、安芸市、四
万十市、香美市
「森林所有者等に関す
る固定資産税情報の利
用可能な範囲の拡大」

㉗堺市、神戸市
「自家用自動車による
貨物の有償運送の中山
間地域における通年の
利用を可能とする見直
し」

㉘京都市、堺市
「乗用タクシーによる
貨物の有償運送の対象
区域の拡大」

34京都市、神戸市
「地域の大学・短大が
行える職業訓練の範囲
を拡充するための委託
要件の緩和」

（3） 令和2年3月5日 第2113号全国市 議 会 旬 報
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全
国
の
市
議
会
で
平
成
31
年
2
月
か
ら
令
和
2
年
1
月

に
可
決
し
た
意
見
書
・
決
議
の
う
ち
、
本
会
に
報
告
が
あ

っ
た
件
数
を
本
紙
で
過
去
4
回
取
り
ま
と
め
た
。
こ
の
う

ち
、
件
数
が
多
か
っ
た
も
の
の
概
要
と
、
2
年
度
の
国
の

関
連
予
算
案
、
施
策
な
ど
を
掲
載
す
る
。

義義
務務
教教
育育
費費
国国
庫庫
負負
担担

制制
度度
のの
堅堅
持持
・・
拡拡
充充

最
多
の
1
7
3
件
。

全
て
の
意
見
書
が
、
義
務

教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
の

維
持
・
向
上
を
図
る
た
め
に

必
要
不
可
欠
な
義
務
教
育
費

国
庫
負
担
制
度
を
堅
持
し
、

負
担
率
を
1
／
2
に
復
元
す

る
よ
う
要
望
。
ま
た
、
多
く

の
意
見
書
が
「
教
職
員
定
数

の
改
善
」
「
少
人
数
学
級
の

実
現
」
を
併
せ
て
求
め
た
。

文
部
科
学
省
の
令
和
2
年

度
予
算
案
で
同
負
担
金
は
前

年
度
比
21
億
円
増
の
1
兆
5

2
2
1
億
円
で
、
12
年
ぶ
り

の
増
額
と
な
っ
た
。

新新
たた
なな
過過
疎疎
対対
策策
法法
のの
制制
定定

全
1
3
0
件
。

現
行
の
過
疎
地
域
自
立
促

進
特
別
措
置
法
が
令
和
2
年

度
末
で
失
効
す
る
た
め
、
総

合
的
な
過
疎
対
策
を
さ
ら
に

充
実
・
強
化
し
た
新
法
の
制

定
を
強
く
要
望
し
た
。

高高
齢齢
者者
のの
安安
全全
運運
転転
支支
援援

とと
移移
動動
手手
段段
のの
確確
保保

全
1
2
9
件
。

意
見
書
で
は
、
高
齢
者
運

転
に
よ
る
死
亡
事
故
の
増
加

を
踏
ま
え
、
①
安
全
運
転
サ

ポ
ー
ト
車
（
サ
ポ
カ
ー
Ｓ
）

や
ペ
ダ
ル
踏
み
間
違
い
時
の

加
速
抑
制
装
置
の
普
及
、
高

齢
者
を
対
象
と
し
た
購
入
支

援
策
の
検
討
②
サ
ポ
カ
ー
限

定
免
許
の
交
付
、
走
行
場
所

や
時
間
帯
な
ど
を
制
限
し
た

免
許
の
創
設
③
地
域
公
共
交

通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
更
な
る

充
実
、
免
許
を
自
主
的
に
返

納
し
た
高
齢
者
に
対
す
る
地

域
で
の
移
動
手
段
確
保
へ
の

支
援
―
を
要
望
。

高
齢
ド
ラ
イ
バ
ー
の
交
通

事
故
防
止
策
に
つ
い
て
警
察

庁
の
有
識
者
会
議
は
昨
年
12

月
に
ま
と
め
た
中
間
報
告
で
、

運
転
免
許
証
の
更
新
時
の
技

能
検
査
実
施
、
サ
ポ
カ
ー
限

定
免
許
の
導
入
を
提
言
し
た
。

こ
れ
ら
を
盛
り
込
ん
だ
道
路

交
通
法
改
正
案
が
今
通
常
国

会
に
提
出
さ
れ
る
見
通
し
だ
。

経
済
産
業
・
国
土
交
通
両
省

は
65
歳
以
上
の
高
齢
ド
ラ
イ

バ
ー
を
対
象
に
対
歩
行
者
衝

突
被
害
軽
減
ブ
レ
ー
キ
や
ペ

ダ
ル
踏
み
間
違
い
急
発
進
抑

制
装
置
を
装
備
す
る
サ
ポ
カ

ー
の
購
入
補
助
制
度
を
創
設

し
、
元
年
度
補
正
予
算
で
1

1
3
9
億
円
を
計
上
。
自
動

車
免
許
を
返
納
す
る
シ
ニ
ア

層
を
中
心
に
交
通
安
全
と
移

動
手
段
を
確
保
す
る
た
め
、

電
動
ア
シ
ス
ト
自
転
車
な
ど

多
様
な
モ
ビ
リ
テ
ィ
の
認
知

度
向
上
や
サ
ポ
カ
ー
の
普
及

の
取
り
組
み
も
行
う
。

教教
職職
員員
定定
数数
のの
改改
善善

全
1
1
6
件
。

計
画
的
な
教
職
員
定
数
改

善
の
推
進
を
要
望
。

文
部
科
学
省
の
2
年
度
予

算
案
で
公
立
小
中
学
校
の
教

職
員
定
数
は
1
7
2
6
人
の

増
員
を
確
保
し
た
。

議会

決議

―

―
―
―
―
―
―
―

―

―
63
―
―

―
―

―
―

―
―
―
63
136
199

意見書

173

130
129
116
110
83
82
75

73

73
―
62
57

51
45

45
41

37
33
31
1446
1002
2448

件 名

○義務教育費国庫負担制度について
（制度の堅持と負担割合の復元など）
○新たな過疎対策法の制定
○高齢者の安全運転支援と移動手段の確保
○教職員定数の改善
○地方財政の充実強化
○食品ロス削減に向けてのさらなる取り組み
○児童虐待防止対策のさらなる強化
○「あおり運転」に対する厳罰化とさらなる対策の
強化
○妊婦が安心できる医療提供体制の充実と健康管
理の推進
○令和元年台風19号等からの復旧・復興
○天皇陛下御即位を祝す賀詞
○国における令和2年度教育予算拡充
○太陽光発電の適切な導入に向けた制度設計と
運用

○少人数学級の推進
○信頼される政府統計を目指してさらなる統計改
革
○私学助成の拡充（国および都道府県）
○豚コレラの早期終息に向けた緊急かつ具体的な
対策
○「労働者協同組合法案」の早期制定
○ＵＲ賃貸住宅ストックの活用
○放課後児童クラブの質の確保
【小計】
○その他
【総合計】

高高
齢齢
者者
安安
全全
運運
転転
支支
援援
11
22
99
件件

道道
交交
法法
改改
正正
案案
国国
会会
提提
出出
へへ

意
見
書
・
決
議

年
間
と
り
ま
と
め

平成31年2月から令和2年1月に可決した意見書・決議の議決状況

※「義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充」「教職員定数の改善」「国における令和2
年度教育予算拡充」「少人数学級の推進」の全て、もしくはいずれか複数を求める意見
書をそれぞれに計上したため、意見書の合計は小計、総合計の件数と一致しない※件名
は代表的なもので、同内容のものも含めている※意見書・決議の件数が多い順に掲載

第2113号 令和2年3月5日 （4）全国市 議 会 旬 報
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